

















































Facebook は，情報や写真，メッセージを投稿する者とそれを見る者が出会う SNS を構築
しているので②である。Apple はネット上で音楽や映像コンテンツを流通させる









（1） レイエ = レイエ（2019）p.45．
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やアマゾン・プライムが組み込まれることでプラットフォームが強化されている。その他
にキンドルやアレクサなどもプラットフォームの強化に寄与している。このようなビジネ




























　OECD は 2013 年に BEPS プロジェクトを立ち上げて以来，プラットフォーム企業によ
る租税回避の問題に取り組んできたが，この段階で防止すべきは法的租税回避であった。









　Amazon もまた違う形で法的租税回避を企てている。日本の税務当局が Amazon に課
税する場合にも「PE なければ課税なし」を原則とするが，Amazon の日本にある倉庫が





ショネア契約を Amazon との間で締結しているため，アマゾンジャパンは PE（代理人
PE）と認められず，その結果 Amazon は日本の課税を逃れている（法的租税回避）。確
かに，この場合，アマゾンジャパンは日本法人として課税されるはずであるが，森信（2019）












































② 代理人 PE の定義
　また，先述のように Amazon はコミッショネア契約を通じて PE の認定を人為的に回
避していると考えられている。BEPS 最終報告書の行動計画 7 には「PE 認定の人為的な
回避に対処するため OECD モデル租税条約の PE の定義について修正を検討」と明記さ
れ（17），OECD としてもこの問題に国際的に対処する必要があることを世界に向けて発信
している。
















































税率の基本税率（2018 年時点では 19％）よりも高い 25％である。その課税対象となるのは，
次の 2 つの場合である。Ⅰ）外国法人が人為的にイギリスにおける PE 認定を回避してい
るとみなされる，Ⅱ）イギリス国内に課税拠点（イギリス国内の子会社又は PE）を有す
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る外国法人が，経済的実質のないビジネス又は事業体を用いて，グループ全体の租税負担
を不当に軽減している。




　そしてイタリアであるが，2019 年 1 月にデジタルビジネス税（webtax）が導入され，
電磁的方法でサービスの提供が行われる場合に，課税対象となる取引の対価の額（付加価
値税を除く）に 3％の税率で課税されることになった。その課税対象となるのは，例えば












のユーザー活動から生じるデータの送信という 3 つの活動から生じた収益に対して 3％の
税率で課税するというものである（23）。なお，世界売上高が 7 億 5,000 万ユーロ超で，EU
域内の売上高が 5,000 万ユーロ超の企業を対象とする。その企業が巨大プラットフォーム
企業であるとは明記されてはいないが，世界売上高 7 億 5,000 万ユーロ超が課税条件であ
る点から，EU 提案は GAFA を課税対象の中心とするデジタルサービス税（以下「GAFA
税」（24））の導入案であると解釈できよう。
　フランスでは，2019 年 7 月には，オンラインにおけるターゲティング広告や広告目的
での利用者データの販売，仲介プラットフォーム事業，すなわち GAFA に対して課税が
可能になるデジタルサービス税が上院下院で可決された。世界売上高が 7 億 5,000 万ユー















ド超の企業のイギリス関連収入に 2％の税率で課税する。2019 年 12 月の為替レートが，1












































































































（35） OECD（2019b）para.52 及び 53．
（36） OECD（2019a）p.2.
（37） OECD（2019c）para.52．
（38） OECD（2019c）para.53-55 及び 58-60．
―208―

































（41） 日本経済新聞 2019 年 10 月 11 日（朝刊）p.5 を参照。















すべく，OECD を先導役に世界の国々が動いている。なお，日本においては Amazon の
倉庫が PE に該当するかが議論の的であったが，2018 年税制改正により PE の定義が見直







































［10］OECD（2019a）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the Economy-
Policy Note.
［11］OECD（2019b）,Addressing the Tax Challenges of the Digitalisation of the Economy.
［12］OECD（2019c）, Secretariat Proposal for a “Unified Approach” under Pillar One.
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